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Ⅰ ２０２４年決算・財務データ活用による地域経済動向調査・個社経営分析の実施 

（対象者：石川広域地区内小規模事業者 157社） 

 

1.実施目的 

・地区内小規模事業者の経営状況及び景況感等に関して、地域事業者の決算財務データ分析と景況感に関

するヒアリングにより地域経済の現状把握、課題把握に努め、個社の経営発達を図る上での事業計画策定

等の基礎データとする。 

 

2.地域事業者の決算財務内容分析（業種別増収率・増益率 前年比） 

販売状況においては、増収率が、45.6％であり物価高の影響を受け買い控え傾向が強く売上減少となっ

た事業所が増加した。特に小売・サービス業の減少率が大きかった。一方で飲食宿泊業、建設業において

は、価格転嫁を行った事業所が多く売上額が増加した事業所が増加した。 

増益率に関しては、51.3％となり収益が改善した事業所が僅かではあるが増加した。特に飲食業、製造

業で増加率が向上した。小売・サービス業は減益傾向となった。 

全体的に増益率が増収率より高い割合となっており、価格転嫁が実施され、改善効果があったと想定で

きる。今後も人口減少が進むが、堅実な経営維持、発展を図ることが重要である。また収益赤字企業割合

が22.2％と昨年より3％増加しており、経営改善、発達が必要であるため、重点的に支援を行ってゆく。 

 

＊増収率：前年売上金額と2024年売上金額を比較し売上が増加した事業所の割合。 

＊増益率：前年利益金額と2024年利益金額を比較し利益が増加した事業所の割合。 

 

【前年比収益状況】 

  企業数 増収・増益 減収・増益 増収・減益 減収・減益 増収率％ 増益率％  

卸売・小売業 32 8 6 3 15 34.4 43.8 

サービス業 30 9 3 2 16 36.7 40.0 

飲食・宿泊業 16 6 4 3 3 56.3 62.5 

製造業 32 15 3 0 14 46.9 56.3 

建設業 48 20 7 6 15 54.2 56.3 

  157 58 23 14 62 45.6 51.3 

 

【収益黒字企業 割合】     

  企業数 黒字 赤字 黒字率 赤字率 

卸売・小売業 59 40 19 67.8% 32.2% 

サービス業 45 40 5 88.9% 11.1% 

飲食・宿泊業 29 16 13 55.2% 44.8% 

製造業 47 42 5 89.4% 10.6% 

建設業 72 58 14 80.6% 19.4% 

合  計 252 196 56 77.8% 22.2% 
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① 業種別概況【小売業】 

物価高騰の影響から多くの消費者が節約を強く意識し、安価な商品や必要最小限の購入にとどめる

傾向が強まっています。これは消費行動全体の縮小につながり、小売店の売上減少圧力になっていま

す。 

人口減少や高齢化が進む地域では、消費者数自体が伸びないため、価格競争力のある商品を提供し

ても売上全体が伸びづらい状況となっている。 

更に賃金の伸びが物価上昇に追いつかず、実質賃金が低下する状況が続いているため、価格転嫁が難し

く、利益が圧迫されており厳しい状況となっている。 

 

◎改善策 

・高齢者向け対応が生き残り軸となる。配達や御用聞き等の買い物弱者対策 

・福島県や各自治体は、国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用し、エネルギー・食料

品価格の高騰の影響を受ける県民・事業者（小売店等）への支援を活用。 

交付金は地方の実情に合わせて使途を決められる制度で、住民生活の安定や事業継続支援に向けた取

り組みが行われています 

・既存のお客様からの需要開拓。大型店との差別化 

 

◎個人消費動向 ＊福島県統計課 『最近の県経済動向』より抜粋 

 ・百貨店・スーパー販売額(１０月)は全店舗ベースで総額約２２９億円、 対前年同月比１.０％増とな

り、２か月振りに前年を上回っている。 なお、百貨店・スーパー販売額の既存店ベースは同０.１％

増となっている。 

 ・コンビニエンスストア 販売額（10月）は、総額約 177億円で対前年対比は０.１％減となり、８か月

振りに前年を下回っている 

・ドラッグストアは総額約１１６億円、対前年同月比６.７％増となり、５４か月連続で前年を上回った。 

ホームセンターは総額約５２億円、対前年同月比０.２％増となり、３か月振りに前年を上回った。 
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② 業種別調査【サービス業】 

労働・エネルギー・原材料コストが高止まりする中、価格転嫁が進まず収益改善が限定的という企

業の声が多いです。これはサービス提供価格の上昇度合いが分野によって異なることと関連していま

す。景況感は、穏やかに回復傾向にあるとの報告もあるが、個人消費依存型のサービスでは需要が伸

び悩んでいる事業所が多く、売上が減少している事業所が目立った。多くのサービス業で人手不足が

継続し、人件費上昇が収益を圧迫しています。 

飲食業においては、牛肉・小麦粉・油など主要な原材料価格が 前年比20〜40％以上上昇した事例

も報告されています。原材料費の増加が飲食店原価率の悪化につながっており影響が深刻となってい

る。価格転嫁を実施した飲食店も多く、利益率の向上も見受けられた。 

宿泊、観光、娯楽等対面型サービスへの支出は、一部で回復傾向となっていますが、物価高の影響

を受けている状況であります。 

全体的に需要とのバランスもあるが、価格転嫁の実施が必要であり大きな課題となっている。 

 参考資料 ：日本フードサービス協会加盟会員社による 外食産業市場動向調査 
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③業種別調査【製造業】＊福島県統計課 『最近の県経済動向』より抜粋 

鉱工業生産指数(１０月)は季節調整済指数１０３.０（速報値）、対前月比１.９％増となり、２か月連

続で前月を上回った。業種別にみると、１９業種のうち、化学工業、輸送機械工業などの１２業種で前月

を上回ったものの、電気機械工業、非 鉄金属工業などの７業種で前月を下回った。なお、原指数は１０８.

１（速報値）、対前年同月比３.２％減となり７か月連続で前年を下回った。 

福島県内製造業の総合DIは「やや改善傾向」という、全体として持ち直し感があるとされおり、売

上が上昇した事業所も多かった。一方で物価・原材料費の上昇や人手不足などが課題となっている事

業所もあった。 

機械・電機・化学系は比較的強さがみられる一方、食品や素材系では需要特性・コスト要因で多き

く変動があった。 

 



7 

 

参考資料：日銀福島支店（短観）より抜粋 

 

(1) 汎用・生産用・業務用機械は、海外経済の減速等の影響により、弱含んでいる。 

(2) 輸送機械は、一部自動車メーカーの生産停止の影響がみられるものの、緩やかに回復しつつある。 

(3) 化学は、自動車向けが堅調となっていることから、増加している。 

(4) 情報通信機械は、車載向けで動きがみられることから、緩やかに持ち直しつつある。 

(5) 電子部品・デバイスは、スマートフォンやパソコン向けの在庫調整の進展等により、緩やかに 

持ち直しつつある。 
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④業種別調査【建設業】 

建設業界は物価高騰の影響を受け原材料が高騰しているが、民間所得の向上が地方では弱く、十分

な価格転嫁を行えていない事業者が多かった。大規模企業等との過度な競争による受注単価の減少が

生じている。 

一方で小規模事業者では、建設業関係の受発注に関し、協力体制を強化するなど改善が図れている

ケースもあり、増収増益となった事業所もある。 

 

建設需要 ＊福島県統計課 『最近の県経済動向』より抜粋 

・新設住宅着工戸数は、減少傾向であったが(令和７年１０月)は７４０戸と対前年同月比１１７.０％増

となり前年を上回った。 

・公共工事請負金額(１１月)は総額約１２７億円、対前年同月比２０.５％減となり、３か月振りに前年を

下回った。内訳をみると、国の機関は２か月連続で前年を上回り、地方の機関は３か月振りに前年を下

回っている。 
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公共工事 

 

 

【新設住宅着工戸数】 

家やマンションを建てる時に、建築主から都道府県知事にその旨を届けた戸数を集計したも 

ので、住宅投資の動きを示す代表的な指標です。進捗ベースではなく、着工ベースの指標の 

ため速報性があります。所得・地価・建築費・金利などに敏感に反応して動きます。また、政府 

の景気対策で「住宅ローン減税」のような政策の影響も受けます。 

 

雇用・労働 

〇新規求人倍率(１０月)は１.９７倍（季節調整値）、前月から０.０２ポイント増加し、３か月振りに前月を上

回っている。 

〇有効求人倍率(１０月)は１.２２倍（季節調整値）、前月から０.０４ポイント減少し、２か月振りに前月を下

回っている。 なお、有効求人数は３７,３５８人（対前年同月比０.７％増）となり、７か月連続で前年を上

回った。有効求職者数は２９,３５０人（同２.６％増）となり、５か月連続で前年を上回った。 

〇雇用保険(基本手当基本分)受給者実人員(１０月)は７,１８９人、対前年 同月比８.８％増となり、５か月連

続で前年を上回っている 
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〇現金給与総額指数（名目）(１０月)は９１.８(事業所規模５人以上)、対前年 同月比１.２％増となり、４か

月振りに前年を上回っている。 
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物 価 

〇国内企業物価指数(１１月)は１２８.０（速報値）、対前年同月比２.７％増とな り、５７か月連続

で前年を上回っている。 なお、対前月比は０.３％増となっている。 

〇福島市消費者物価指数(総合)(１１月)は１１２.９、対前年同月比３.０％増と なり、４９か月連続

で前年を上回っている。なお、対前月比は０.３％となっている。 生鮮食品を除く総合では１１２.

５、対前年同月比は３.３％増となっている。 また、生鮮食品及びエネルギーを除く総合では１１

１.３、対前年同月比は３.４％増となっている。 

 

 

福 島 県 観 光 客 入 込 状 況 福島県 観光交流局観光交流課 資料より抜粋 

県内観光客入込総数は 57,573千人となり、前年より 6.8％増（3,650千人）となった。 震災前の平成

22年対比では、0.7％増（394千人）となり、震災前の数値を上回る結果となった。 県内３方部の観

光客入込数は中通り地方（27,717 千人）が最も多く、次いで会津地方（17,568 千人）、浜通り地方

（12,288千人）の順となった。前年の令和 5年比では、３方部とも増加している。 
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福島県内インバウンド宿泊者による経済波及効果  

令和７年３月 福島県企画調整部統計課  

アフターコロナにおける我が国の経済は、物価高騰や円安等の影響により厳しい状況 にある。 観

光庁が発表した速報によると、令和６年の訪日外国人旅行（以下「インバウンド」と いう。）による

消費額は８兆 1,395億円（令和５年比 53.4％増）で過去最高となった 1。 インバウンド消費はＧＤＰ

統計の「サービス輸出」の中の「非居住者家計の国内での直 接購入」に計上され、貿易統計の主要品

目別対世界輸出額（令和元年）では自動車に次ぐ 輸出産業となり、日本経済を牽引する存在と言われ

ている 2。特に、円安下においては、インバウンドの自国通貨ベースでの負担額が減ることから、イ

ンバウンド消費への後押しが期待されており、今後、更なる発展が見込まれている。 全国３位の広大

な面積を持つ本県には、雄大な自然や歴史文化、温泉などの観光資源が 数多くみられ、「世界で最も

ロマンチックな鉄道」として話題のＪＲ只見線や、「ドリフトの聖地」と呼ばれるエビスサーキットな

ど、海外で話題となる魅力的な観光スポットが点 在している。 県では、国内外に向け、正確な情報

発信や積極的なプロモーション活動によりイメージアップを図り、福島空港の利活用促進や海外から

の教育旅行の誘致を進めるなど観光の 強化に努めており、令和５年１月には、コロナ禍後初となる福

島空港とベトナムを結ぶチャーター便が運航され、令和７年春も引き続き運航が予定されている。更

に、令和６年１月には台湾との定期チャーター便の運航が開始され、令和７年４月以降の継続運航も

決 まるなど、まさに今、本県が海外から大きな注目を集めている。そこで、本県インバウンド宿泊者

がもたらす経済波及効果について、年間値（確報）の最新値である令和５年値を用いて推計を行った。 
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